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要旨

IPAの2026年企業調査について、生成AI導入、効果、運用課題、リスク管理を設問ごとの回答対象を保っ

て再集計しました。導入済みは44.0%です。期待どおり以上の効果は効果設問の回答企業内で31.8%、AI固

有のリスク管理は別設問の回答組織内で14.2%でした。
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1　研究目的

生成AIを導入した企業で、効果の確認と安全に使うための管理はどこまで進んでいるか。

IPAの2026年企業調査について、生成AI導入、効果、運用課題、リスク管理を設問ごとの回答対象を保

って再集計しました。導入済みは44.0%です。期待どおり以上の効果は効果設問の回答企業内で31.8%

、AI固有のリスク管理は別設問の回答組織内で14.2%でした。

2　データと定義

対象期間・資料: IPAの2026年企業調査・日本企業1,799社

導入状況n=1,787、効果n=1,037、課題n=1,770、リスク管理n=1,190です。設問ごとの回答対象を分け

て集計します。

3　方法

1. 回答対象の確認

設問別の標本を分け、条件付き割合を全社割合に置きかえない。

2. 年次比較

2023年から2025年までの同じ導入区分を比較する。

3. 条件付き集計

効果回答を目標達成、効果あり、未確認に分ける。

4. 課題の順位

同じ設問内の回答割合を比較する。

各方法は、分母、単位、時点、欠損、除外条件を確認してから適用しました。因果関係や将来値の推定に必要な

条件がない場合、その方法は主要結果に使っていません。

4　結果

1. 導入済み44.0%

2024年22.6%から2025年44.0%へ21.4ポイント増えました。試行中を含めると59.6%です。

2. 効果設問は別の回答対象

期待どおり以上31.8%、効果ありを含め82.4%です。二つの割合は区別します。

3. 運用上の課題

専門人材50.1%、理解45.8%、規則39.7%が上位でした。導入率だけでは運用の完成度は分かりません。
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図1 生成AIの導入、効果、課題、管理

設問ごとに回答対象が異なります。

5　考察

導入率と業務成果

導入済みの増加は利用の広がりを示しますが、業務成果の大きさや継続利用率は示しません。

効果と管理

効果確認と情報管理を同じ対象で追跡できる追加調査が必要です。

6　限界

1. 限界1

自己申告の横断調査で、導入が業績を改善した因果関係は推定していません。

2. 限界2

企業規模、業種、目的、利用頻度をそろえた比較ではありません。

3. 限界3

設問ごとに回答対象が異なり、企業単位の移行率は計算できません。

7　結論

44.0%の導入率は成功率ではありません。対象業務、入力しない情報、人が確認する箇所、記録する効

果と誤りを決めて検証します。

次に必要なデータ

同じ企業について、対象業務、利用頻度、投入時間、修正回数、誤り、管理方法を同じ時点で記録し

ます。
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付録A　再現に必要な情報

公開記事: https://aria-stella-studio.tabisurushosai.chatgpt.site/analysis/japan-enterprise-ai-adoption-2026

分析環境: 103機能を実行確認済み。各テーマではデータ条件に合う方法だけを採用しました。

1. 回答対象の確認

設問別の標本を分け、条件付き割合を全社割合に置きかえない。

2. 年次比較

2023年から2025年までの同じ導入区分を比較する。

3. 条件付き集計

効果回答を目標達成、効果あり、未確認に分ける。

4. 課題の順位

同じ設問内の回答割合を比較する。
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